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JSG ニュースレター
<Tax>

2022 年度総合所得税、所得基本税額に係る
免税額、控除額、累進課税等級および

退職所得の定額免税額の公表

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

財政部は 2021 年 11 ⽉ 24 ⽇付で 2022 年度総合所得税および所得基本税額
に係る免税額、控除額、累進課税等級および退職所得の定額免税額を公表しまし
た。今般は、総合所得税免税額、標準控除額、給与所得特別控除額、⼼⾝障害
特別控除額、累進課税等級⾦額および退職所得定額免税額について調整が⾏われ
ましたが、営利事業および個⼈の基本所得税額に係る免税額については、調整基準に
達していないため、調整はありません。

1．総合所得税に係る免税額の調整に係る 2021(⺠国 110 年度、以下同)と
2022(111 年度)の⽐較

項⽬ 2021年度
(110年度)

2022年度
(111 年度)

免税額

⼀般 8.8万 9.2万
70 歲以上
の納税義務
者、配偶者
および納税

13.2 万 13.8 万



義務者の扶
養直系尊属

標準
控除額

配偶者なし 12 万 12.4 万
配偶者あり 24 万 24.8 万

給与所得
特別控除額 20 万 20.7 万

⼼⾝障害
特別控除額 20 万 20.7 万

課税等級

5% 0~540,000 0~560,000
12% 540,001~1,210,000 560,001~1,260,000
20% 1,210,001~2,420,000 1,260,001~2,520,000
30% 2,420,001~4,530,000 2,520,001~4,720,000
40% 4,530,001 以上 4,720,001 以上

退職所得

⼀時⾦で受
け取る場合

⼀時⾦で受け取る総額
が18万元に退職時の勤
続年数を乗じた⾦額以
下になる場合、所得額
はゼロとする

⼀時⾦で受け取る総額
が 18.8 万元に退職時の
勤続年数を乗じた⾦額
以下になる場合、所得
額はゼロとする

18 万元に退職時の勤
続年数を乗じた⾦額を
超過した場合は、36.2
万元に退職時の勤続年
数を乗じた⾦額に満たな
い部分の半数を所得額
とする

18.8 万元に退職時の勤
続年数を乗じた⾦額を
超過した場合は、37.7
万元に退職時の勤続年
数を乗じた⾦額に満たな
い部分の半数を所得額
とする

36.2 万元に退職時の勤
続年数を乗じた⾦額を
超過した部分は、超過し
た全額を所得額とする

37.7 万元に退職時の勤
続年数を乗じた⾦額を
超過した部分は、超過し
た全額を所得額とする

分割で受け
取る場合

定額免税⾦額は 78.1
万元とする

定額免税⾦額は 81.4
万元とする

2．未調整項⽬-基本所得額に係る免税額

適⽤法令 項⽬ 免税額
所得基本
税額条例

基本所得額免税額（個⼈） 670万
基本所得額免税額（営利事業） 50 万
死亡保険⾦⽀給免税額 3,330万

勤業衆信の⾒解

・ 財政部は税法規定に基づき調整を⾏うもので、特定の⽬的の政策による減税
措置ではありませんが、免税額および控除額の引き上げは、納税義務者の所
得税負担を減少し、可処分所得増加の⼀助となるでしょう。

・ 当該調整は 2022 年度の総合所得税に適⽤されます。よって、納税義務者の
2023 年 5 ⽉の総合所得税確定申告時に適⽤が可能です。来年 2022 年の
確定申告時には、2021年の⾦額、等級が適⽤されます。



過去のニュースレターはこちら

台湾 JSGのホームページはこちら
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⽇商組新聞稿

<Tax>

公告 111年度綜合所得稅及所得基本稅額相關

免稅額、扣除額、課稅級距及計算退職所得定額

免稅之⾦額

  財政部於 110年 11⽉ 24⽇公告 111年度綜合所得稅及所得基本稅額相
關免稅額、扣除額、課稅級距及計算退職所得定額免稅之⾦額，調整綜合所
得稅免稅額、標準扣除額、薪資所得特別扣除額、⾝⼼障礙特別扣除額、課
稅級距⾦額及退職所得定額免稅⾦額，⽽營利事業及個⼈基本所得稅額相關
免稅額因未達調整標準故無調整：

⼀、調整綜合所得稅相關免稅額，茲比較 110年與 111年差異如下：

項⽬ 110年 111年
免稅額 ⼀般 8.8 萬 9.2 萬

年滿 70歲
之納稅義務
⼈、配偶及
受納稅義務
⼈扶養之直
系尊親屬

13.2萬 13.8萬

標準
扣除額

單⾝ 12萬 12.4萬

有配偶者 24萬 24.8萬



薪資所
得特別
扣除額

20萬 20.7萬

⾝⼼障
礙特別
扣除額

20萬 20.7萬

課稅
級距

5% 0~540,000 0~560,000
12% 540,001~1,210,000 560,001~1,260,000

20% 1,210,001~2,420,000 1,260,001~2,520,000

30% 2,420,001~4,530,000 2,520,001~4,720,000
40% 4,5300,001以上 4,720,001以上

退職
所得

⼀次領取者 ⼀次領取總額在 18 萬
元乘以退職服務年資之
⾦額以下者，所得額為
0

⼀次領取總額在 18.8萬
元乘以退職服務年資之
⾦額以下者，所得額為
0

超過 18 萬元乘以退職
服務年資之⾦額，未達
36.2 萬元乘以退職服務
年資之⾦額部分，以其
半數為所得額

超過 18.8萬元乘以退職
服務年資之⾦額，未達
37.7 萬元乘以退職服務
年資之⾦額部分，以其
半數為所得額

超過 36.2萬元乘以退職
服務年資之⾦額部分，
全數為所得額。

超過 37.7萬元乘以退職
服務年資之⾦額部分，
全數為所得額。

分期領取者 定額免稅⾦額為 78.1萬
元

定額免稅⾦額為 81.4萬
元

⼆、未調整項⽬-基本所得額相關免稅額

適⽤法令 項⽬ 免稅額
所得基本
稅額條例

基本所得額免稅額度(個⼈) 670萬
基本所得額免稅額度(營利事業) 50萬
保險死亡給付免稅額度 3,330萬

勤業眾信觀點

・ 財政部依據稅法規定所進⾏之調整，雖非特地⽬的政策之減稅措施，
但是免稅額及扣除額的調增相對的可減少納稅義務⼈的所得稅負擔，
亦可增加納稅義務⼈的可⽀配所得不無⼩補。

・ 該調整適⽤於 111 年度綜合所得稅，故納稅義務⼈於 112 年 5 ⽉辦理
綜合所得稅結算申報時⽅能適⽤，明年(111)年報稅時仍適⽤ 110 年之
⾦額級距。

⽇商組新聞稿之歷史消息請點這

⽇商組官⽅網站請點這
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